
１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 6 6 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 0 0 0

0
３ 年 見 込 み 0 0 7 7 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 4 4 0

0

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 1 1 17 17

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 14,653

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,092

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ２ ５ － ２ ４ ９ － ３ ０ １ ６ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 85

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.1
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 277

株式会社トーコー 新潟支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 32

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 33.3
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 116

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ２ ５ － ５ ３ １ － ２ ２ ５ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 2 2 11 11

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 16,999

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 11,332

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 2 2 0 0

0
２年から２年半未満見込み 1 1 1 1 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 4 4 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 3 3 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 1 1 0

株式会社トーコー 上越営業所

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 3 3 0 0

１年半から２年未満見込み 0 0 2 2 0

0
３ 年 見 込 み 0 0 11 11 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 1 1 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 6 6 0

0

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 0 0 23 23

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 14,873

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,531

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ４ ８ － ５ ２ ５ － ２ ２ ２ ２ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 82

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 29.2
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 330

株式会社トーコー 関東支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 4 4 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 2 2 0

0
３ 年 見 込 み 1 1 3 3 0 0

0
２年から２年半未満見込み 1 1 2 2 0 0

２年半から３年未満見込み 2 2 7 7 0

0

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 5 5 18 18

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 17,010

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 11,737

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ４ ５ － ３ １ １ － ０ ７ ０ ０ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 140

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.0
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 156

株式会社トーコー 横浜支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 51

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.1
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 172

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ５ ８ － ２ ６ ９ － ３ ６ １ ０ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 0 0 16 16

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 15,098

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,397

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 8 8 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 2 2 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 4 4 0 0

１年半から２年未満見込み 0 0 2 2 0

株式会社トーコー 岐阜支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 39

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 29.9
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 113

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ５ ９ － ３ ５ ９ － ２ １ ０ ０ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 2 2 8 8

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 15,641

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,960

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 5 5 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 1 1 2 2 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 1 1 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 0 0 0

株式会社トーコー 四日市営業所

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 73

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.9
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 222

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ４ ８ － ３ ２ － １ １ ５ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 0 0 12 12

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 16,094

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,953

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 2 2 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 5 5 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 3 3 0 0

１年半から２年未満見込み 0 0 2 2 0

株式会社トーコー 滋賀支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 92

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 30.6
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 577

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ２ － ６ ２ １ － １ ０ １ ０ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 7 7 56 56

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 15,906

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 11,046

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 1 1 40 40 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 1 1 0 0

２年半から３年未満見込み 2 2 0 0 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 3 3 6 6 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 9 9 0

株式会社トーコー 北大阪支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 103

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.6
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 320

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ６ － ６ ７ ７ １ － ７ ８ １ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 5 5 26 26

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 16,448

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 11,258

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 6 6 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 2 2 0 0

２年半から３年未満見込み 2 2 14 14 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 1 1 2 2 0 0

１年半から２年未満見込み 2 2 2 2 0

株式会社トーコー 南大阪支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 76

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 32.8
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 175

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ６ － ６ ４ ２ ８ － ２ ８ ３ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 4 4 14 14

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 16,146

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,851

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 2 2 7 7 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 1 1 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 3 3 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 1 1 0 0 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 3 3 0

株式会社トーコー 阪神支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 132

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 30.6
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 312

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ８ － ３ ４ １ － １ ０ ５ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 3 3 36 36

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 14,891

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,342

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 2 2 9 9 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 17 17 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 1 1 6 6 0 0

１年半から２年未満見込み 0 0 4 4 0

株式会社トーコー 神戸支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 32

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 31.1
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 110

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ７ ３ － ２ ５ － ５ ７ ９ ０ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 1 1 14 14

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 14,884

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,262

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0 0
３ 年 見 込 み 0 0 0 0 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 12 12 0

0

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 2 2 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 0 0 0
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１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 14 14 0 0

１年半から２年未満見込み 1 1 6 6 0

0
３ 年 見 込 み 7 7 19 19 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 2 2 0 0

２年半から３年未満見込み 1 1 12 12 0

0

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 9 9 53 53

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 15,482

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 10,730

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ９ － ２ ８ ４ － ４ ８ ２ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 126

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） 30.7
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 421

株式会社トーコー 兵庫支店

 2023.7改



１．派遣労働者の数【２０２３年６月１日付】

人

２．労働者派遣の役務を受けた者（派遣先）の数【２０２２年度の派遣先事業所件数】

件

３．労働者派遣に関する料金の平均額から派遣労働者の賃金の額の平均額を控除した額を、
　　当該労働者派遣に関する料金の平均額で除して得た割合（以下、「マージン率」という）

％

４．労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否かの別等

労使協定を締結している

５．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項

キャリアアップに資する教育訓練計画の概要

賃金 費用

有給 無償

有給 無償

有給 無償

有給 無償

６．労働者派遣に関する料金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

７．派遣労働者の賃金の額の平均額【２０２２年度実績】

円

８．雇用安定措置を講じた人数【２０２２年度実績】

９．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となると認められる事項

： 当社スタッフ専用サイト有。
以上

福利厚生に関する事項

１ 年 未 満 見 込 み 0 0 0 0 0

0
１年から１年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

１年半から２年未満見込み 0 0 0 0 0

0
３ 年 見 込 み 0 0 0 0 0 0

0
２年から２年半未満見込み 0 0 0 0 0 0

２年半から３年未満見込み 0 0 0 0 0

0

うち、派遣先で
雇用された人
数

うち、新たな派
遣先で就業した
人数

計 0 0 0 0

労働者派遣に関する料金の額の平均額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 0

派遣労働者の賃金の額の平均金額（1日８時間あたりの額・全業務平均） 0

期間

第１号の措置
（派遣先への
直接雇用の
依頼）を講じ
た人数

第２号の措置
（新たな派遣
先の提供）を
講じた人数

第３号の措置（派遣
元で派遣労働者以外
の労働者として無期
雇用）を講じた人数

第４号の措置（その
他の措置）を講じた
人数

0

レベル３ 2 年 目 職能別実践コース
1年以上の在籍期間を有するｽﾀｯﾌ対象：就業する業務についての
理解を深めるための学習

レベル４ 3年目以降 職能別マスターコース
2年以上の在籍期間を有するスタッフ対象：専門知識、ヒューマン
スキルを高めるための学習

◎従事する派遣業務に応じ以下の２つのコースに分かれ、それぞれの段階に応じた教育訓練を実施します。

▶ A コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 系 ］ ： ▶ B コ ー ス ［ 製 造 ・ 物 流 以 外 ］ ※希望すれば別コースも実施可能です。

レベル２ 1 年 目 職能別基本コース
派遣就業に必要な初級の業務スキルとコンプライアンスについて
学習

対 象 者 コース名 訓練種別（概要）

レベル１ 入 社 時 基礎教育コース 入職時教育：派遣制度の仕組みや社会保障制度について学習

当該労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 下記の職種に従事する派遣労働者

当該労使協定の有効期間の終期 2024年3月31日

キ ャ リ ア コ ン サ ル テ ィ ン グ の 相 談 窓 口
０ ７ ２ － ８ ６ ６ － ５ ５ １ １ （ 代 ）

（ 各 派 遣 事 業 所 責 任 者 ま た は 各 管 理 担 当 者 ）

派 遣 先 の 実 績 （ 実 数 ） 0

労 働 者 派 遣 等 の 実 績 （ ２ ０ ２ ２ 年 度 の マ ー ジ ン 率 ） －
※マージンには、営業利益以外に、法定福利費（労働・社会保険）、その他の経費（有給休暇取得・福利厚生費・労務管理費・採
用広告費・教育訓練費等）が含まれます。

労働者派遣法第30条の4第1項の労使協定を締結しているか否か

【 派 遣 事 業 の 情 報 提 供 資 料 】
（労働者派遣法第23条第５項、派遣元指針等に基づくもの）

（事業年度：２０２２年４月１日　～　２０２３年３月３１日）

派 遣 労 働 者 の 数 0
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